
伝えることにより、多くの市民が平
施策目的・

(2)目的 マとした学習事業を実施します。また、まちづくりを担う人材が育つよう、市民の自主的な学習活動を支援 事業目的 和の尊さへの思いを強めてもらうこと。
展開方向

します。
・多くの市民や市民団体と連携しながら、原爆や戦争の記憶をきちんと次の世代に伝え、より多くの市民が 令和2年4月～令和3年3月　市民会議の開催、小学校でのリレー講座の実施（小学6年生対象）
平和の尊さについて考える機会となるよう事業を実施する。 令和2年8月　・広島市への中学生派遣　・我孫子市平和祈念式典との組み合わせ事業（手賀沼灯ろう流しの
・市内中学生に平和について学んでもらうよう広島・長崎に派遣する。 当該年度 実施）
・平成27（2015）年度に歴代の派遣中学生などを中心に始まった「平和リレー講座」など、派遣体験をもつ 執行計画 令和2年11月～12月　「平和の集い～我孫子から平和を願う～」の開催

(3)事業内容 内　　容 若い世代に、平和事業により積極的に関わってもらえるような取り組みを検討していく。 令和2年4月～12月　戦後75年平和事業の実施
・平成27（2015）年度に新たに設置した「平和の灯」や「サダコ鶴」などを活用した取り組みも検討してい
く。 平和事業推進市民会議（拡大会議を含む）の開催数　 想定値 10当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2019年度の来場者数／2020年 ％ 100 100
思いを強めている。 度の来場者数）

令和 3年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2020年度の来場者数／2021年 ％ 105
思いを強めている。 度の来場者数）

令和 4年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2022年度の来場者数／2023年 ％ 110
思いを強めている。 度の来場者数）
被爆者の平均年齢は80歳を超えており、若い世代に平和事業に携わってもらう必要性がますます高まっている。そのため、歴代

(7)事業実施上の課題と対応 の派遣中学生などの若い世代が、リレー講座を含め、平和事業により積極的に参加しやすい環境づくりが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

■市民会議の運営 ≪戦後75年≫ ■市民会議の運営 ■市民会議の運営
　委員報償費（5回） 68 ■市民会議の運営 　委員報償費（5回） 68 　委員報償費（5回） 68
　拡大版市民会議委員報償費（2回） 30 ＊ 　委員報償費（35人）（拡大会議含） 195 　市民会議委員研修 18 　市民会議委員研修 18
　市民会議委員研修 40 　市民会議委員研修旅費（15人+2人） 21 ■広島平和記念式典への中学生派遣 ■長崎平和祈念式典への中学生派遣
■長崎平和祈念式典への中学生派遣 ■広島平和記念式典への中学生派遣 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 924 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 1,592
　旅費（中学生12人、市民委員1人） 1,592 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 925 　旅費（教育長、職員3人） 290 　旅費（教育長、職員3人） 489
　旅費（教育長、職員3人） 489 　旅費（教育長、職員3人） 288 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7

実施内容 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15 　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15
　消耗品（中学生用帽子）の購入 10 　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15 ■「平和の集い」の開催 ■「平和の集い」の開催

(8)施行事項
費　　用 ■「平和の集い」の開催 ■「平和の集い」開催 　チラシ・プログラム作成 30 　チラシ・プログラム作成 30

　チラシ・プログラム作成 30 　チラシ・プログラム作成 60 　出演者の食糧費 18 　出演者の食糧費 18
　出演者の食糧費 18 　出演者の食糧費 20 　施設・備品使用料 142 　施設・備品使用料 142
　施設・備品使用料 142 　施設・備品使用料 151 　講演等の講師報償費 50 　講演等の講師報償費 50
■リレー講座の実施 ＊ 　講演等の講師報償費 200 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16
　消耗品の購入 10 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16 ■灯ろう流しの実施 ■灯ろう流しの実施
■我孫子市平和祈念式典組合せ事業 ＊ ■灯ろう流しの実施 　消耗品の購入 56 　消耗品の購入 56
　消耗品の購入 29 ＊ 　消耗品の購入 56 　回収用ボートの借上げ 10 　回収用ボートの借上げ 10
　回収用ボート借上げ 5 ＊ 　回収用ボートの借上げ 10 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2
■平和首業会議メンバーシップ納付金 2 ＊ ■「平和の祈り」小冊子　増刷 280

■平和首長会議メンバーシップ納付金 2
予算(決算)額 合　　計 2,472 合　　計 2,246 合　　計 1,646 合　　計 2,513
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,472 1,646 1,646 2,513

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 ■基金 □その他 600 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 4,350 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,872 6,596 5,996 6,863
(11)単位費用

1,374.4千円／回 659.6千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

戦後75年を迎えるが、今も世界の各地で紛争が絶えない状況にある。被爆者の平均年齢はすでに80歳を超えており、原爆 ○①事前確認での想定どおり
や戦争の記憶を次世代に伝え、平和の尊さを考えていくことが、より一層求められている。平和事業に携わる若者を増や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ していくためには、中学生を広島や長崎に派遣して被爆の実相を知ってもらい、その体験を次の世代に伝えていく取り組 ○要
   背景は？(事業の必要性) みを継続していく必要がある。また、様々な視点で平和事業を企画するため、被爆者・大学生・高校生を含む市民会議を ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

実施する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の企画から実施まで、市民会議で実施しており、会議に ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り は、被爆者、大学生、高校生など幅広い世代が参加している ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。また、我孫子中学校演劇部や中央学院大学とも連携してい ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している る。さらに、リレー講座は、歴代の派遣中学生が中心となっ ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 て行っており、大部分が市内に在住している。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,596 276
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

4.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.52

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 8 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 平和事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,596 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 51102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の学習活動がまちづくり活動として発展していくよう、市民ニーズの高い社会や地域の課題などをテー 市民や市民団体と連携しながら、原爆や戦争の記憶をきちんと次世代に



通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ常磐線の輸
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 送力の強化と利便性の向上を図る。
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。
我孫子市が構成団体となっている成田線活性化推進協議会や千葉県ＪＲ複線化等促進期成同盟において、常 ・令和２年７月～１１月　成田線活性化推進協議会、千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟などにおいて、Ｊ
磐線の利便性向上に向けた取り組みを進める。ＪＲ東日本に対しては、常磐線特別快速の我孫子駅停車の実 Ｒ東日本に対する要望活動を実施する。
現や品川以南の東海道線との直通運転の実現、臨時特急「踊り子号」の運行継続などについて要望していく 当該年度 ・令和２年１月　松戸市・柏市・取手市などの沿線自治体とＪＲ東京支社長との意見交換を行う。
。また、松戸市・柏市・取手市などの沿線自治体とＪＲ東京支社長との意見交換を行う。 執行計画 ・令和２年度中　我孫子駅の発車メロディを「あびこ市民の歌」「河童音頭」に変更する。

(3)事業内容 内　　容 さらに、市制５０周年事業として、我孫子駅の発車メロディを「あびこ市民の歌」「河童音頭」に変更する
。

ＪＲ東日本への働きかけ回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通勤・通学者の利便性向上を図る。 直接 要望事業数 項目 3 3

令和 3年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

令和 4年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0
＊ 天王台駅施設移転負担金 2,484 ＊ 発車メロディ制作委託料 220 音楽著作権料 50 音楽著作権料 50

＊ 音楽著作権料 50 草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 33 草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 33
＊ 発車メロディ変更負担金 1,000

草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 33

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,484 合　　計 1,303 合　　計 83 合　　計 83
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,484 1,303 83 83

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.42 0.47 0.4 0.4
正職員人件費 3,696 4,089 3,480 3,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,180 5,392 3,563 3,563
(11)単位費用

2,060千円／回 1,797.33千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

常磐線特別快速は速達サービスを主眼に運行されており、品川～土浦間の19駅のうち、我孫子駅・天王台駅を含む4駅の ○①事前確認での想定どおり
み停車していない。また、常磐線は上野東京ラインに直通し、平成29年には乗り入れ本数も拡大されたが、品川以南の東 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 海道線との相互直通運転は実現していない。これらの課題を解決し、常磐線利用者の利便性が向上するためには、ＪＲ東 ○要
   背景は？(事業の必要性) 日本に対し、粘り強く要望活動を続けていく必要がある。さらに、市制５０周年事業として我孫子駅の発車メロディを地 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

域特有のメロディに変更することで、我孫子駅や鉄道に対して、さらに愛着を持ってもらう。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民の意見を要望活動に反映させている。また、平成３０年度に市民から我孫子駅発車メロディ変更の要望があり、市民
が行う署名活動などと連携して事業を進めている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,392 788
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

12.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

項目 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 9 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 常磐線の利便性向上 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 松戸市・柏市・我孫子市・取手市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,392 千円 (うち人件費 4,089 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増 市民が快適に通勤・



実施計画を策定し、適切に進行管理することにより、事業の確実な実施を確保し、
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 構想・計画に掲げる施策の目的を実現する。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
上位計画である基本構想や基本計画に合わせて、また、市を取り巻く環境の変化に的確に対応できるよう、 〇３０年度事業の事後報告：９月
３年スパンの事業レベルの計画である実施計画の進行管理を行う。 〇３１年度事業の事前評価：５月・６月
計画に位置づけられた事業に計画変更の必要が生じた場合は、事業を確実に実施することができるよう、所 当該年度 〇３１年度事業の進行管理：通年（中間報告　１０月）
管部局と調整して実施計画を変更する。 執行計画 〇次期総合計画の策定：通年（基本構想案の策定　２月、総合計画審議会、策定委員会、作業部会）

(3)事業内容 内　　容 新たに実施する必要が生じた事業については、事業の必要性や緊急性を精査し、必要に応じて実施計画に新 〇第三次基本計画の見直し：通年（見直し後の基本計画の決定　３月）
たに位置づける。
年度当初に市長が進行管理を行う指定事務事業を定め、当該事業の所管部局長は、１０月に中間報告を行う 指定事務事業数 想定値 50当該年度
とともに、事業の執行に問題があれば直ちに問題点対応報告を提出し、翌年度に事後評価を行う。 単位 数

活動結果指標 実績値２０２１年までを計画年度とする総合計画について、２０２２年度からの計画策定に着手している。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100 100

令和 3年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100

令和 4年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済み事業数／実施予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 【次期総合計画の策定】 ＊ 【第四次総合計画の策定】 ＊ 【第四次総合計画の策定】 【実施計画の進行管理】
＊ 総合計画審議会委員報償 350 ＊ 総合計画審議会委員報酬 700 ＊ 総合計画審議会委員報酬 350 第四次総合計画第１期実施計画の 0

　３，５００円×２５人×４回 ３，５００円×２５人×８回 ３，５００円×２５人×４回 進行管理
＊ 総合計画策定に係る消耗品費 71 ＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3 ＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3
＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3 　１３５円×１．１０×２０本 　１３５円×１．１０×２０本 第１期実施計画に係る印刷製本費 49

　１３８円×１．０８×２０本 ＊ 総合計画に係る会議録作成業務 511 ＊ 総合計画に係る会議録作成業務 264
＊ 総合計画に係る会議録作成業務 745 １４，５００円×３２時間×１．１０ 　１５，０００円×１．１０×１６時間

実施内容 　１５，７５０円×１．１０×４３時間 ＊ 総合計画策定支援業務委託 2,328 ＊ 総合計画策定支援業務委託 4,627
＊ 総合計画策定業務支援委託 5,432 （継続費３１年～３３年） （継続費３１年～３３年）

(8)施行事項
費　　用 （継続費３１年～３３年） ＊ 総合計画策定に係る消耗品 23

＊ 総合計画会議録音用ＩＣレコーダー 15 ＊ 国土強靭化計画策定
　１３，４００円×１．０８

【実施計画の進行管理】 【実施計画の進行管理】
＊ 第三次基本計画の見直し 第三次総合計画第１０期実施計画の ○第四次総合計画第１期実施計画に
＊ 第三次基本計画印刷製本費 55 進行管理 向けた検討

＊ 第１０期実施計画に係る印刷製本費 49 ○第三次総合計画第１０期実施計画の
実施計画の進行管理 ２２０円×２００部×１．１０ 進行管理
第１０期実施計画に向けた検討

企画調整業務を行う会計年度任用職員 251 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員
　2,510千円*0.1 　2,510千円*0.1 251 　2,510千円*0.1 251

予算(決算)額 合　　計 6,671 合　　計 3,865 合　　計 5,495 合　　計 300
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,671 3,865 5,495 300

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.56 1.56 1.56 1.02
正職員人件費 13,728 13,572 13,572 8,874

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,399 17,437 19,067 9,174
(11)単位費用

407.98千円／数 348.74千円／数
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

基本構想や基本計画、実施計画に基づく総合的・計画的な行政運営を進めていくうえで必要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 総合計画審議会として市民に委嘱するほか、各地域・各世代 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り の意見を幅広く聴く場を設け、計画を策定する。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
計画の策定や事業の進行管理であることから、該当しない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,437 2,962
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

14.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.57

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 16 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 総合計画の策定と進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,437 千円 (うち人件費 13,572 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 基本構想及び基本計画、


